
1．はじめに

東京電力が電気をお届けしている首都圏は，面積で

は全国の約 10 ％に過ぎないものの，人口は日本全体

の約 3 分の 1，GDP は約 4 割を占める日本の政治・

経済の中心である。近年は経済の低成長化に加え，省

エネルギー機器の普及などにより電力需要の伸びは緩

やかになっている。しかし社会の成熟化に伴い，ゆと

りや豊かさが追求され，また社会の基盤を支える IT

技術の発展によって高度情報化が進展するなど，利便

性や快適指向の高まりを背景に，電気はあらゆる社会

活動・産業活動に欠かせないものとなっている。また

同時に，停電しない良質で信頼できる電気が社会から

求められている。そのため本稿では，停電発生リスク

の捉え方，大規模災害時の対策，大規模地震発生時の

電力供給の姿などについて述べ，地震防災対策を概説

する 1）。最後に，地震被害想定システム InfoRisk につ

いて紹介する。

2．停電発生のリスクマネジメント

（1）停電発生のリスク

停電発生のリスクとしては，地震や雷，台風などの

自然災害，設備の経年劣化などの内部要因，クレーン

が送電線に接触するなどの外的要因等により，電力設

備が損傷し，停電が発生することなどがある（図― 1）。

このうち，広範囲・長時間停電となり社会・経済シス

テムに重大な機能障害をもたらすような場合，また，

電力設備の損傷等により人身災害発生や周囲環境に多

大な影響を及ぼす場合などを非常災害と位置づけ，そ

の発生防止と万が一発生した場合の災害規模の軽減，

健全な状態への早期復旧を防災対策の基本方針として

いる（図― 2）。
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電気はあらゆる社会活動，産業活動に不可欠な社会基盤であるため，停電しない設備形成を目指してき
たが，首都直下地震のような大地震時にはある程度の停電が避けられない。そのため，東京電力では，停
電しても早期に復旧するための大規模災害対策を日常的に強化している。耐震性の確保・向上はもとより，
電力系統のネットワーク強化，情報収集・発信機能の充実，実践的な訓練の実施，そして地震被害想定シ
ステム InfoRisk による事前の被害想定などの対策について述べる。
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図― 1 停電等のリスクの例

図― 2 防災対策の基本方針



（2）耐災性の確保

非常災害の発生防止は，自然災害などに対し設備異

常・損壊に至らないように耐災性を高めることであ

る。しかしながら，非常に過酷な自然災害や発生確率

の低いリスクに対し全てが耐えるようにするには，技

術的・経済的に困難な面があること，設備損壊等によ

る影響度にも違いがあることから，次のような考え方

で耐災性を確保することとしている。

（1）原子力発電設備，ダム，石油・ LNGタンクなど，

被災すると人身災害や周囲環境に重大な影響を及

ぼしかねないものについては，過酷な自然災害に

対してもそのような状況に至らないようにしてい

る。

（2）送変電・配電設備などについては，一般的な自然

災害のレベルに対しては，設備の機能に重大な支

障が生じないように耐災性を確保し，過酷な災害

に対しては，長時間・広範囲停電にまで進展しな

いように，電力系統全体でバックアップできるよ

うにしている（図― 3）。

（3）停電範囲の局限化

設備に異常が生じた場合には，保護システムや監視

システムが異常状態を検知し，その設備を電力系統か

ら自動で切り離す制御が行われる。重大な設備事故の

場合には，電力系統全体に影響が及ばないような制御

が行われる場合もある。設備が常時多重化（瞬時にバ

ックアップ）されていない場合には，この時点で停電

が発生する。停電発生後は，自動停電復旧システムや

給電所・制御所に 24 時間常駐の運転員の判断に基づ

く系統切替え操作が行われる。常駐している保守員が

被災現場に出向し，現地で切替え操作が行われること

もある。このような初期対応により，電力システムの

リダンダンシー（余裕分）を活用した復旧が可能な限

り行われ，停電エリアが局限化される。

（4）非常災害対策本部による復旧活動

大規模災害の場合には，常駐の運転・保守員あるい

はその統括箇所の判断の下に行う初期の停電復旧に併

行して，非常態勢を発令し非常災害対策本部による戦

略的な復旧活動を行う。この段階では，被災した設備

の状況や停電影響，関係機関からの要請などをできる

だけ早く正確に，詳しく把握することが大切である。

これとともに，被災設備をどのように仮復旧して応急

送電するのか，どのエリアから優先するのか等を判断

し，復旧資機材・要員の効果的な投入方法等，適切な

対処方法を決定していくことが重要となる。このよう

に重要な役割をもった非常災害対策本部による復旧活

動が円滑に行われるよう，常日頃からハード・ソフト

面でのさまざまな準備（予防対策）を進めている。

3．平常時の準備事項

（1）対応要員の速やかな参集

予め非常災害対策要員を定めるとともに，夜間・休

祭日に対策要員を速やかに呼集できるよう自動呼出し

システムを整備している。また，交通が途絶した場合

に備え，事業所近傍への初動要員の居住と宿日直体制

を行っている。供給エリア内等で震度 6弱以上の地震

が発生した場合は，社員の自主的判断で職場や近隣事

業所に自動出動すること等を定めた行動指針を策定す

るなど，速やかに対策要員を確保できるよう諸対策を

実施している。

（2）情報収集・発信機能の充実

非常災害発生時の復旧戦略の立案，関係各機関と連

携した災害対応，広報などを行う上で，情報の果たす

役割は大きい。特に，被害が発生している現場に極力

近いところから，初期情報をいかに速やかに収集・集

約し，何が起きているかを共通認識として持てるかが

極めて重要となる。このため，情報の収集・集約，発

信，判断支援などに必要なさまざまな防災システムを

独自の通信網と組み合わせて構築している（図― 4）。

また，気象庁からの一般気象データと，電力設備に影

響の大きい雷，台風時の碍子への付着塩分量などの独

自観測データの表示および地震発生時の被害想定，送

電線への着雪予測などが可能な防災情報システムと呼

ばれるシステムを開発し活用している。

このようなシステム構築をする上で電力会社の場合

は，独自の通信網を保有しているという点で有利であ

る。電力の通信網は，発電出力の調整，電力設備の監

視・制御，緊急時の対応など，電力安定供給のための
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図― 3 電源系統のバックアップ機能



情報伝達用として，有線通信回線，地上マイクロ波回

線，衛星通信回線等で設備間・事業所間を結ぶように

構築されており，大規模災害時に情報連絡手段を確実

に確保できる。

（3）復旧用資機材・工事力の確保

大規模地震時の被害想定等に基づき，復旧用資材を

確保する。電柱や柱上変圧器などは，大規模地震発生

時に広範囲に被害が発生した場合でも，各地の資材セ

ンター等に確保している応急復旧用資材と通常の工事

対応のための在庫で対応可能である。主要送変電設備

の部品類（変圧器ブッシング，電線，碍子）で製作に

時間がかかるものや特殊な設備，旧型設備の場合には，

該当する重要設備については予備物品を保有してい

る。事故時や災害時に使用される特殊車両については，

電力応急送電用として高圧発電車，低圧発電車，変電

設備応急復旧用として移動用変圧器・開閉器（車載

型），通信設備応急復旧用と被災現場からの通信確保

用として衛星通信車，その他に，現地指揮車，緊急自

動車，広報車を第一線事業所に分散して配備している。

また，ヘリコプター（常時は送電線巡視用）も利用で

きる。この内，発電車は，救急救命に必要な病院や避

難所，非常災害対策本部など復旧活動拠点等に応急的

な電力供給を行うもので，阪神・淡路大震災以降，

50/60 Hz 両用のものに順次取り替えている（図― 5）。

また，必要な請負工事力等が間違いなく確保できるよ

う，工事請負会社・メーカー・業務委託会社のうちか

ら，非常災害時の予防・復旧等を実施する会社を指

定・協定を締結している。他電力会社とは復旧用資機

材・要員の応援等に関する取り決めを策定，資機材の

輸送力等についても関係会社と協定を締結している。

（4）実践的な復旧訓練，情報訓練等の実施

災害発生時，迅速で安全な復旧ができるよう，「総

合防災復旧訓練」や「情報連絡訓練」などを毎年実施

し，非常災害対策活動の反復訓練による習熟，マニュ

アルやチェックリストに定められている事項や各種防

災システムの検証，フォローを図っている。最近は，

標準化された復旧方法に対する応用動作訓練の導入，

情報連絡訓練におけるシナリオ非公開，ロールプレイ

ング方式の導入など，より実戦的な訓練となるよう工

夫している。また，国や地方公共団等が主催する防災

訓練にも積極的に参加し，地域との連携強化に努めて

いる。

（5）非常災害対策要員および被災社員支援

対策要員が安心して対策活動に従事できるよう，社

員と社員の家族が安否を確認できるシステムを整備す

るとともに，社員およびその家族が被災した場合の支

援方法等についても予め定めている。また，対策要員

および帰宅困難社員を想定し，保存食，飲料水，毛布，

浄水器，仮設トイレなどを備蓄している。

4．大規模地震発生時の電力供給

大規模地震発生時の電力供給は，地震規模や季節・

曜日・時間帯，気象条件等によって異なるが，一般的

には次のように想定している。

（1）発電所や送電線・変電所の内，重要な設備につい

ては被災すると広範囲・長時間停電や環境影響の

原因となるため，設備が被災しないよう十分な耐

震対策を実施しており，停電に結びつくような深

刻な被害は発生しにくい。

（2）一般的な変電所については，強い地震や火災影響

により変電所の機器等が損傷し，一旦，広範囲に

停電が発生することが想定されるが，送電線の多

重連系や変電所の機器の複数配置などにより，被

害機器を経由せずに電力が供給されるバックアッ

プ機能が働き，かなりの範囲の停電は比較的短時

間に復旧する。

（3）強い揺れがあった地域では，阪神・淡路大震災並

びに新潟県中越地震でみられたような電柱倒壊や

電線が切断（多くは家屋の倒壊，火災の影響，地
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図― 4 各種防災システムの活用

図― 5 発電車による応急送電



盤の崩壊により発生）し，停電することは避けら

れない。

（4）上記のような場合，広い範囲で設備の損壊が発生

するため，バックアップができない場合が多い。

また，道路が使えず，復旧に必要な資機材，要員

が十分に投入できないことも想定されること，設

備を復旧し送電を再開する時点で，電気火災防止

等のため一戸一戸の安全確認を行うことなどか

ら，何日にもわたり（概ね 6日後くらいまで）停

電が継続することが予想される。

阪神・淡路大震災時は，電気はライフラインの中で

は比較的早い復旧であったが，電力設備を復旧し応急

送電を完了するまでに 7 日を要している。図― 6に

阪神・淡路大震災時の停電復旧がどのように推移した

かを示す。

5．地震被害想定システム（InfoRisk）

前述のとおり，発電所や重要な送変電設備について

は，十分な耐震設計が行われ，ハード面での耐震対策

は概ね完了している。しかし，いつ起きてもおかしく

ないと言われている首都直下地震のような震度 6強以

上の大地震が発生すれば，一部に損傷する設備が生じ

るかもしれない。このような影響を事前にシミュレー

トするために東京電力で開発し， InfoRisk と名付け

た地震被害想定システム 2 ― 4）について述べる。

InfoRisk は，社内の地震観測記録に基づいた経験式

と 500 m × 500 m の地盤メッシュモデルのデータベ

ースから構成されており，地理情報システム（GIS）

を活用して各種地図情報を同時に表示する機能を有し

ている。得られた被害想定に対して復旧シナリオ策定

や，復旧体制の早期確立検討において有効活用できる

ように環境整備をすすめている。想定結果は，ハザー

ドマップや被害数量一覧表，あるいはワンクリックに

よるポップアップ表示にするなど，地震工学の専門知

識を持っていない防災対策部門や設備管理部門の担当

者にとって扱いやすいように配慮されている。

具体的な評価項目を以下に示す。

（1）地震動の揺れの強さ：震度（図― 7），加速度，

速度を推定するとともに，工学的基盤面および地

表面における加速度応答スペクトルを推定する。

（2）液状化危険度：地表面における最大加速度だけで

なく，加速度応答スペクトルからスペクトル強度

SI を推定し，地中の最大せん断応力分布の精度

向上を図っている。

（3）配電設備の被害：阪神・淡路大震災の被害分析に

基づいた精度の高い配電設備の被害想定手法（図

― 8）5），6）を持っており，停電軒数の高精度な推

定が可能である。
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図― 6 阪神・淡路大震災の停電復旧過程

図― 7 東京湾北部地震の震度分布図（InfoRisk による推定）

図― 8 配電柱の被害想定手順



6．おわりに

あらゆる社会活動・産業活動に欠かせない電気を，

大規模地震発生時においても停電させないための東京

電力の地震防災対策への取組みについて述べた。最近，

国や東京都の首都直下地震の被害想定などが公表され

る中で，多方面の方から，電力会社の防災体制や，災

害時の電力供給の見通し等についての問い合わせが増

えている。本稿がその一助になればと願いつつ，電気

は重要社会インフラの中でも基盤を成すとの強い意識

のもと，お客さまの期待に応えるべく，努力を積み重

ねていく所存である。
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